
事 業 概 況 （令和７年４月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和７年度労災保険業務機械処理の令和７年４月末現在における保険給付支払総額は 856 億円で、前年同期に比べて

3.2％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 511億円で 59.6％と最も大きく、次いで療養補償給付

が 224 億円で 26.2％を占めている。以下、休業補償給付が 9.4％、障害補償一時金が 2.7％、遺族補償一時金及び介護補

償給付がそれぞれ 0.9％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、葬祭料が 36.4％増、遺族補償一時金が 30.3％増、二次健康

診断等給付が 18.1％増、障害補償一時金が 15.5％増、療養補償給付が 10.7％増、介護補償給付が 10.4％増、休業補償給

付が 2.2％増となっているのに対し、年金等給付が 0.6％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 273億円で 31.9％、「建設事業」が 243億円で 28.3％、

「製造業」が 201億円で 23.5％となっている。以下、「運輸業」が 11.5％、「鉱業」が 2.6％、「林業」が 1.4％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 9.6％増、「その他の事業」が 6.7％増、

「運輸業」が 5.7％増、「建設事業」が 2.7％増、「製造業」が 0.1％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱

供給の事業」が 10.9％減、「鉱業」が 8.2％減、「漁業」が 7.7％減、「林業」が 3.2％減となっている。（第２表） 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 82,978,400 100.0 3.8 △    85,633,734 100.0 3.2

療 養 補 償 給 付 20,231,579 24.4 8.9 △    22,405,510 26.2 10.7

休 業 補 償 給 付 7,847,930 9.5 3.5 △    8,022,695 9.4 2.2

障 害 補 償 一 時 金 1,991,424 2.4 6.0 2,300,478 2.7 15.5

遺 族 補 償 一 時 金 594,968 0.7 7.2 △    775,480 0.9 30.3

葬 祭 料 111,607 0.1 12.2 △   152,251 0.2 36.4

介 護 補 償 給 付 697,157 0.8 6.3 △    769,424 0.9 10.4

年 金 等 給 付 51,377,482 61.9 1.9 △    51,058,760 59.6 0.6 △    

二 次健 康診 断等 給付 126,255 0.2 12.3 149,137 0.2 18.1

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 289億円で 56.5％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 200億円で 39.1％、傷病補償年金が 22億円で 4.3％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 166 億円で 32.5％、「製造業」が 142 億円で 27.9％、

「その他の事業」が 113億円で 22.2％となっている。以下、「運輸業」が 11.4％、「鉱業」が 3.5％、「林業」が 1.6％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 82,978,400 100.0 3.8 △    85,633,734 100.0 3.2

林 業 1,236,002 1.5 5.8 △    1,195,900 1.4 3.2 △    

漁 業 256,469 0.3 4.9 236,839 0.3 7.7 △    

鉱 業 2,388,556 2.9 8.6 △    2,193,217 2.6 8.2 △    

建 設 事 業 23,616,607 28.5 3.8 △    24,256,911 28.3 2.7

製 造 業 20,072,548 24.2 4.0 △    20,089,406 23.5 0.1

運 輸 業 9,280,188 11.2 0.7 △    9,812,449 11.5 5.7

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
211,584 0.3 0.6 188,527 0.2 10.9 △   

そ の 他 の 事 業 25,588,528 30.8 4.3 △    27,301,032 31.9 6.7

船 舶 所 有 者 の 事 業 327,918 0.4 7.1 359,453 0.4 9.6
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和6年度　6年4月末 令和7年度　7年4月末

令和7年度　7年4月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 19,978,334 28,862,549 2,217,877 51,058,760 100.0

林 業 232,524 540,100 29,554 802,178 1.6

漁 業 47,874 147,647 2,162 197,683 0.4

鉱 業 176,159 1,430,425 172,622 1,779,206 3.5

建 設 事 業 5,227,911 10,526,878 818,294 16,573,083 32.5

製 造 業 6,998,881 6,862,404 379,221 14,240,506 27.9

運 輸 業 2,281,868 3,328,515 231,495 5,841,878 11.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
31,403 93,593 5,065 130,062 0.3

そ の 他 の 事 業 4,932,278 5,825,813 574,895 11,332,987 22.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 49,435 107,173 4,569 161,177 0.3

構 成 比 39.1% 56.5% 4.3% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



 

保 険 料 

 

  令和７年度労災保険業務機械処理の令和７年４月末現在における保険料徴収決定済額は 390億円で、前年同期に比べて

3.3％増となっている。保険料収納済額は 32 億円で、前年同期に比べて 5.5％増となっている。また、収納率についてみ

ると 8.3％となっており、前年同期に比べて 0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 324億円で 83.2％と最も大きく、次いで、「その他の事

業」が 35億円で 9.1％、「運輸業」が 13億円で 3.3％を占めている。以下、「製造業」が 3.1％、「林業」が 0.5％、「船舶

所有者の事業」が 0.4％、「鉱業」が 0.3％、「漁業」が 0.1％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.0％となってい

る。（第４表） 

 

 

区　分　

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

　業　種 6年4月末 7年4月末 6年4月末 7年4月末 6年4月末 7年4月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 37,730,774 38,985,689 100.0 3.3 3,071,010 3,241,064 100.0 5.5 8.1 8.3

林 業 190,625 187,575 0.5 1.6 △   37,745 32,496 1.0 13.9 △  19.8 17.3

漁 業 33,577 30,087 0.1 10.4 △  1,014 245 0.0 75.8 △  3.0 0.8

鉱 業 83,533 112,516 0.3 34.7 637 247 0.0 61.2 △  0.8 0.2

建 設 事 業 31,294,122 32,440,696 83.2 3.7 2,841,311 3,016,236 93.1 6.2 9.1 9.3

製 造 業 1,327,842 1,225,206 3.1 7.7 △   23,026 27,035 0.8 17.4 1.7 2.2

運 輸 業 1,290,702 1,285,620 3.3 0.4 △   43,673 16,702 0.5 61.8 △  3.4 1.3

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
6,741 979 0.0 85.5 △  13 67 0.0 415.4 0.2 6.8

そ の 他 の 事 業 3,296,439 3,537,606 9.1 7.3 116,880 143,248 4.4 22.6 3.5 4.0

船舶所有者の 事業 207,193 165,403 0.4 20.2 △  6,711 4,788 0.1 28.7 △  3.2 2.9

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


